平成20年度

営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請要領

(二次募集)

平成20年10月

国土交通省政策統括官付参事官（物流施設）室
営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定については、NEDO技術開発機構の「エネルギー使用合理化事業者支援事業」の補助金の予算内で行われるものです。

NEDO技術開発機構においては、社会全体から厳しい目が注がれている補助金の不正受給などの不正行為に対して厳正に対処することとしています。

国土交通省に対し、営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請を行う倉庫業者は、以下の点について、充分ご留意下さるようお願いします。

1. 国土交通省及びNEDO技術開発機構に提出する書類には、いかなる理由があってもその内容に虚偽の記述があってはなりません。

2. 補助対象設備については、NEDO技術開発機構の交付決定日前において、発注、契約等を行っていた場合は、補助金が交付されません。

3. NEDO技術開発機構は、申請者が偽りその他の不正の手段により手続きを行った疑いのある場合は、必要に応じて調査を実施し、不正行為が認められたときは、補助金等の全部または一部については相当期間交付決定を行わないこと、NEDO技術開発機構の所管する契約の全部又は一部について、一定期間指名等の対象外とすること、並びに当該申請者の名称及び不正の内容を公表することができます。

4. NEDO技術開発機構が規定する事項に違反した場合は、NEDO技術開発機構からの補助金の交付決定及びその他の決定が取り消されます。また、NEDO技術開発機構からの補助金が既に交付されている場合は、その全額に加算金を加えて返納することとなります。
5. 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年8月27日法律第179号）第29条から第33条には、虚偽及び不正行為等が認められた場合に関する厳しい罰則規定（刑事罰等）が設けられています。

6. 補助金を交付された設備は、NEDO技術開発機構の承認を受けずに、売却・譲渡・交換・貸与・担保提供することはできません。

7. 国土交通省に対し営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請を行う倉庫業者は、NEDOへの申請要件ではありませんが、NEDO技術開発機構が実施する説明会に必ず参加して、NEDO技術開発機構が行うエネルギー使用合理化事業者支援事業の詳細を確認して下さい。
8. 省エネ設備の代替は能力も含めた1対1のスクラップ・アンド・ビルドが原則です。
9. 補助事業に係る全ての支払いが原則平成２１年１２月１５日（予定）までに完了しなければNEDO技術開発機構からの補助は受けられません。
10. 国土交通省への省エネ設備・技術導入計画認定申請は認定を受けた後に計画を取り止めることがないよう、申請を行う際は長期的な計画を基に行って下さい。

11. 国土交通省への省エネ設備・技術導入計画認定を受けた後に計画を取り止めた場合は、原則として取り止めした年度及び次年度の当該倉庫業者からの申請は受け付けません。
NEDO技術開発機構のエネルギー使用合理化事業者支援事業の背景と国土交通省の営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定
1. 背景

地球環境問題への対応の必要性が急速に高まっている状況下、2005年2月、地球温暖化防止京都会議で採択された京都議定書の発効により、我が国は2008～2012年度（第一約束期間）における温室効果ガス排出量を90年比で6％削減する義務を負うこととなりました。

産業分野においては、これまで、省エネルギー設備投資の推進、エネルギー管理の適正化等により、世界的にも高い省エネルギー水準を達成しているところですが、産業部門のエネルギー消費全体に占める割合は依然として最大であることに加えて運輸産業部門におけるエネルギー消費の伸びが著しくなっていることから、こうした分野において国を挙げてのエネルギー管理の強化、省エネルギーに資する技術、設備の導入等により、更なる省エネルギーを進めることが必要とされています。

2. 目的

これまで、投資額に対して十分な利益の見込まれる省エネルギーについては、事業者による自主的な取組によりすすめられてきたものの、最近求められているCO2抑制等に対応するためには、一定の負担を生じつつもエネルギー消費の抑制を行うことが必要となってきています。

本事業はかかる状況を踏まえ、当該事業の実施により投資に対する一定の効果を定量的に実証することが可能となることから、支援プロジェクトの内容を広く普及することによって他の事業者の一層の省エネルギー努力を促すことが可能となるものです。

3. 営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定

国土交通省においても、所管の業界団体が1998年に自主的に策定した「地球温暖化防止ボランタリープラン」のフォローアップを行い更なる地球温暖化対策の推進に取り組んでいるところです。
営業倉庫業者においても、（社）日本倉庫協会及び（社）日本冷蔵倉庫協会による「地球温暖化防止ボランタリープラン」において2010年度までにエネルギー使用原単位を90年度比で8％削減するという目標を掲げているところであり、国土交通省としても営業倉庫における地球温暖化防止・省エネ対策のさらなる推進のため、NEDO技術開発機構のエネルギー使用合理化事業支援事業を活用し、営業倉庫における高効率省エネ機器等の設置に係る導入推進を図るものです。
このため、平成20年度補正予算成立日から11月7日（金）まで「営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請」の受付を行います。
Ⅰ　営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請の要件

1． 対象事業
以下の事業のうち、省エネ効果が高く、費用対効果に優れており「営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画」としてふさわしいと認められるもの。
（１）代替事業

倉庫業者（倉庫業法（以下「法」という。）第３条の登録を受けた者をいう。以下同じ。）の営業倉庫（法第４条第１項及び第７条第１項の規定に基づき登録を受けている倉庫をいう。以下同じ。）に現に設置されている設備等
を省エネ化する事業
（２）新設事業

倉庫業者が営業倉庫を新設する場合にあって、省エネ型倉庫
とするために省エネ設備
を導入する事業（但し、スクラップ・アンド・ビルドにより同規模の営業倉庫を新設する場合に限る。）
2． 申請資格者

申請日において法第３条の登録を受けた倉庫業者であるもの
3． 対象設備

（１）代替事業

①　被代替設備は、倉庫業者の営業倉庫に現に設置され、平成19年４月1日以前より運用しており、導入設備運用開始まで切れ目無く運用する設備等であって、平成19年4月～平成20年3月までのエネルギー消費量（以下「年間エネルギー消費量」という。）を算出できるもの
でなければならない。

②　導入設備は、被代替設備に替えて導入される省エネ効果のある設備等であって、以下の要件を満たすものに限る。

i) 変圧器

当該導入変圧器の年間エネルギー消費量を算出できるトップランナー変圧器
のうち、鉄心に低損失磁性体材料（磁区制御珪素鋼帯又は非晶質合金のどちらかに限る。）を用いるもので、かつ、コイルは１次側、２次側とも銅を用いるもの。
ii) 冷却関連設備、照明器具、運搬機器、倉庫防熱

当該導入設備等の年間エネルギー消費量を算出できるもの
であって、かつ、導入後直ちに効果が検証できるもの。

（２）新設事業〔省エネ倉庫構成設備〕

①　新設する営業倉庫の導入設備は、以下の要件を満たした省エネ倉庫構成設備のうち、年間エネルギー消費量を算出できるもので、かつ導入後直ちに効果が検証できるものに限る。なお、当該設備は、廃止する営業倉庫に現に設置されている設備の代替として導入されるものでなければならない。
2 廃止する営業倉庫に現に設置されている設備は、平成19年4月1日以前より運用しているもので、かつ年間エネルギー消費量を算出できるもの
に限る。
3 新設する営業倉庫の年間エネルギー消費量が、廃止する営業倉庫の年間エネルギー消費量に比して１％以上改善されていること。
i) 自動倉庫

走行速度毎分60㍍以上、かつ昇降速度毎分10㍍以上のもの

ii) 移動棚

リアクトル導入モーターを採用しているもの

iii) コンベア

以下のいずれかを満たすもの

a）高効率モーター
を採用しているもの

b）動力への負荷軽減対策
が施されているもの

iv) 垂直搬送機
以下のいずれかを満たすもの

a）インバーター制御若しくはAＣサーボ制御を採用しているもの

b）動力への負荷軽減対策が施されているもの

v) ピッキングカート

バッテリー電極にリチウム若しくはニッケルを採用しているもの

vi) ピッキングマシン

以下のいずれかを満たすもの

a）無線制御を採用しているもの

b）表示器にダイナミック方式（パルス送電）を採用しているもの

vii)  動力付き運搬車

動力にバッテリー方式を採用しているもの

viii)  照明器具

以下のいずれかを満たすもの

a）セラミックメタルハライドランプを採用しているもの

b）高効率Hｆ照明器具を採用しているもの

c）センサー付照明器具（制御システムを含む）

d）発光ダイオード照明器具

4． 補助率

対象事業費の１／３
事業費内訳
	設備費
	補助事業の実施に必要な機械装置、建築材料等の購入、製造（改修を含む。）又は据付等に要する経費（ただし、当該事業に係る土地の取得及び賃貸料を除く）。

	工事費
	補助事業の実施に不可欠な工事に要する経費。

	諸経費 
	補助事業を行うために直接必要なその他経費（工事負担金、管理費（職員旅費、会議費等））等。


· １．過剰設備、将来用設備、兼用設備、予備設備等に係るものは補助対象外。
· ２．その他、経費の内訳はNEDO技術開発機構の公募要領に準ずる。
Ⅱ 事業スキーム
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Ⅲ 申請について

上記Ⅱ事業スキームのとおり、NEDO技術開発機構への補助金申請の前に、国土交通省の認定が必要となります。認定書の写しを添付し、NEDO技術開発機構へ申請することになりますので、以下の要領を熟読願います。

１．国土交通省への認定申請について

申請者は、事業内容が申請の要件に合致していれば、営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請書（以下「認定申請書」という。）を作成し、普通倉庫にあっては社団法人日本倉庫協会、冷蔵倉庫にあっては社団法人日本冷蔵倉庫協会（以下「事業者団体」という。）へ提出します。

（1） 認定申請書受付期間

平成20年度補正予算成立日から11月7日（金）の13：00まで
（2） 認定申請書の書式
下記国土交通省ウェブサイトより、「認定書式」
をダウンロードして下さい。
　　　http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/butsuryu-soukogyou.html
（3） 認定申請書の提出先

普通倉庫にあっては、社団法人日本倉庫協会調査部

〒135－8443　東京都江東区永代1－13－3

電話：03－3643－1221　FAX：03－3643－1252

冷蔵倉庫にあっては、社団法人日本冷蔵倉庫協会技術部

〒104－0055　東京都中央区豊海町4－18　東京水産ビル５階

電話：03－3536－1030　FAX：03－3536－1031
（４）認定申請書の提出方法

持参または郵送とします。郵送の場合は、「営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請書在中」と朱書きのうえ、締切日（11月7日（金）の13：00）必着とします。締切時刻後到着したものについては受け付けることができませんのでご注意下さい（不備があった場合も受付られない場合があります。）。

（５）認定申請にあたっての留意点

①　対象設備等を設置する倉庫業者が申請者となります。（借庫の場合や対象設備等を共同で使用している場合は、相手方（リース業者を含む）の承諾が必要です。）

②　申請単位はエネルギー管理単位
毎とします。

③　既に発注先の決まっているもの、契約されているものは申請できません。

④　省エネ効果は、エネルギー消費量計算から算出されたもののみとします。
⑤　申請した省エネ効果は必ず達成しなければならないので、申請省エネ量はある程度裕度が必要です。
２．認定書交付までの流れについて

（１）認定申請者の事務

①　平成19年4月～平成20年3月までのエネルギー消費量のわかる書類
（以下「請求書」という。）を用意します。
	※　NEDOへの交付申請時にNEDO技術開発機構より提出を求められる重要書類となります。厳重に保管して下さい。


2 下記所轄運輸局等に「営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請」の旨を告げ、ⅰ）社名、ⅱ）申請倉庫名称及び所在地、ⅲ）補助事業内容
、ⅳ）補助対象経費（消費税抜き）を申告のうえ、「倉庫業者登録簿」「営業所の概要」「営業所所管倉庫の概要」（以下「登録簿」という。）の交付を受けます。この書類が申請資格のある倉庫業者である証明となります。
	北海道運輸局物流課
℡：011-290-2726

東北運輸局物流課
℡：022-791-7508

関東運輸局物流課
℡：045-211-7210

北陸信越運輸局物流課
℡：025-244-6116
	中部運輸局物流課
℡：052-952-8007

近畿運輸局物流課
℡：06-6949-6410
神戸運輸監理部企画課
℡：078-321-3145

中国運輸局物流課
℡：082-228-3495
	四国運輸局環境・物流課
℡：087-825-1173

九州運輸局物流課
℡：092-472-3154
沖縄総合事務局総務運航課
℡：098-866-0031


3 認定申請書式をダウンロードし、「共通シートⅠ」に上記①の「請求書」の内容を漏れなく転記するとともに、「共通シートⅡ」に上記②の「登録簿」の内容を転記します。
4 当該導入設備を扱っている施工業者や販売店（「施工業者等」という。以下同じ。）などに上記③で転記を行った認定申請書式を電子媒体のまま渡して各機器のⅰ）特性等証明、ⅱ）見積書及びⅲ）図面等添付書類の作成を依頼します（詳しくは、11頁の「４．提出書類について」を参照願います。）。
5 上記④の書類（印刷し施工業者等の押印のあるもの及び電子媒体に記録したものの両方）を入手したら、「共通シートⅢ」に必要事項を入力のうえ、必要なシートを印刷します。
6 印刷したシートのうち、「営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請書」には代表者印を押印していただきます。
7 全ての書類が整いましたら、巻末のチェックリストを使用して添付漏れなどがないか確認します。（不備があった場合は受付られない場合があります。）
8 書類は３部（原本１部、コピー２部（協会控と貴社控））作成し、それぞれを市販の紙ファイル（A4縦）に巻末のチェックリスト順に綴じ（左綴）、ファイルの表紙と側面に「申請者名」及び「営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請書」と記し３冊作製します。（23頁参照）
なお、項目毎にインデックスが付けられていると審査を円滑に進めることができます。

9 原本及び協会控の計２冊を事業者団体へ11月7日（金）13:00まで（必着）提出して下さい。なお、内容について確認する場合がありますので、貴社控は手元に大切に保管して下さい。

（２）国土交通省の審査
1 　営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画として認定するにふさわしい事業であるか否かを以下の評価項目に従って審査します。なお、必要に応じて国土交通省にご足労いただきヒアリングを行う場合があります。
i) 事業の内容が申請の要件を満たしていること。

ii) 事業の全体計画が適切であること。

iii) 経費は、類似事業における同程度の規模、性能を有すると認められるものの設備費、工事費の標準価格等を参考として算定してあること。

iv) 省エネ効果、費用対効果を正しく導いてあること。

v) 申請する対象設備の設備改善率
及び申請単位における省エネ率
が１％以上あること。
	※　審査の結果、補助金予定額が予算枠を上回った場合は、費用対効果の優れているものから認定を行います。このため、予算枠外となる事業については認定できないことがあります。


2 　審査の結果、営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画として認定するにふさわしいと認められたものには、認定書を交付します。今回の追加募集に関しては、認定書の交付がNEDO技術開発機構公募締切に間に合わない場合がありますが、その場合には、締切日前に必ず認定の有無について連絡をします。

	国土交通省政策統括官付参事官(物流施設)室
℡：03-5253-8111(内線25314)　担当：小田、小澤


· 　国土交通省の認定を確認したら、直ちにNEDO技術開発機構に「補助金交付申請」を行うこととなります。
NEDO技術開発機構に対する補助金交付申請書の作成準備は、国土交通省の認定の確認を待たずに行って下さい。
４．提出書類について

認定申請者は、表紙と側面に「申請者名」と「営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請書」と記載した、原本と協会控（写し）を事業者団体へご提出いただきます。
　注：【　　】は作成者を表します。
（1） 営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請書【申請者】

（2） 営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画【申請者】

（3） 共通シートⅠ・Ⅱ・Ⅲ【申請者】
倉庫業登録簿に記載されているとおり記入して下さい。
（4） 原油換算表【申請者】
（5） 登録簿
【所轄運輸局】

冷却関連設備の場合、倉庫明細書に加え、冷蔵倉庫にあっては、倉庫業登録時に運輸局等に提出した「冷蔵施設明細書
」を添付し、普通倉庫にあっては、新旧の設備に関する特性が明記された「仕様書
」を添付願います。

（6） （各対象設備等）導入計画【申請者】及び特性等証明【施工業者等】

1 設備に任意に付与した管理番号
（冷却関連設備にあっては、各導入計画の「図面上の記号」）と合致する管理番号を入力して下さい。
2 特性等証明の寸法等の数値は下記（８）の図面の数値、上記（５）の倉庫明細書の数値と全て合致させて下さい。
3 変圧器の場合、銅損は、定格（＝負荷率100%）時の数値を記入して下さい。

4 １枚で足りない場合は、管理しやすい単位（照明器具などでは、分電盤毎、フロア毎など（50台程度を1単位として台数番号を全ての照明器具につける））で複数枚作成し、付録シートの「総括表」を適宜活用してまとめて下さい。
（7） 見積書【施工業者等】

1 内容が、下記（８）導入前後の設計図面に明示された工事等の範囲と相違ないよう注意して下さい。（特に、設備費の積算に注意）

2 項目は、設備費
、工事費、消費税の３つにまとめて下さい。

3 導入設備及びその付属品
は設備費の中に記入し、その他の工事材料（配管、電線など）については工事費の中に記入して下さい。
4 施工業者で発生する諸経費は設備費、工事費の内数として下さい。
（8） 導入前・後の設計図面【施工業者等】

1 図面上には、上記（６）の特性証明の裏付けとなる数値を記載して下さい。

2 導入前と導入後の設備配置関係のわかるように図面等を作成して下さい。
	○ 変圧器 → 単線結線図

○ 冷却関連設備 → 配管系統図及び平面配置図（縮尺・寸法明記）

○ 照明器具 → 照明器具配線配置図（縮尺・寸法明記）
及び照明器具姿図

○ 運搬機器

・ フォークリフト等 → 保有車両台帳等所有状況のわかるもの

・ 垂直搬送機等 → 平面図（縮尺・寸法明記）及び詳細断面図（縮尺・寸法明記）

○ 省エネ倉庫構成設備
及び倉庫防熱 → 平面図（縮尺・寸法明記）
及び詳細断面図（縮尺・寸法明記）



3 上記（６）①で付与した管理番号（冷却関連設備にあっては「図面上の記号」）を記載し、同一の管理番号について台数が図面上でわかるよう枝番（連番）で表示したうえ、対象となる工事等の範囲をマーカーで明示して下さい。
4 明示された工事の範囲が、上記（７）の見積書の内容と相違ないよう注意して下さい。
（9） 倉庫付近の見取り図、倉庫の配置図及び平面図【申請者】

1 倉庫業登録時に運輸局へ提出した図面のコピーで結構です。
2 縮尺・寸法明記のうえ、A版で作成して下さい。
3 倉庫付近の見取り図は、申請対象倉庫全体をマーカーで明示して下さい。

4 上記（５）登録簿に記載されている各階の有効面積部分と当該機器の設置場所をマーカーで明示して下さい。
5 図面には有効面（容）積を付記して下さい。付記した有効面（容）積は、上記（５）登録簿と相違のないよう注意して下さい。
（10） 導入設備のカタログ
【施工業者等】

導入設備の型式や性能が確認できるものを添付し、導入設備はマーカーで明示して下さい。
（11） 上記（1）～（4）,（6）～（7）のデータの電子媒体【申請者】
媒体に申請事業者名を明記し、封筒に入れて申請書と一緒にファイリングして下さい。
※修正可能な電子媒体。（読み取り専用は不可）
（12） 写真【申請者】
　　　※電子媒体でお願いします。
1 被代替設備（近影）
　

2 当該倉庫全体（外観）

3 荷役風景（保管物品の品目がわかる程度）
５．提出資料の使用許諾について

（１）認定されたもののうち、省エネ効果が顕著なもの等については、上記４．（11）の写真などを使用させていただき、環境に優しい物流に真剣に取り組んでいる倉庫業者の事例として各種会合等で紹介させていただきます。
（２）上記の事例紹介を差し控えたい場合は、その旨お申し出下さい。

　

Ⅳ 各対象設備等の計算式

１．変圧器

①　年間無負荷損[kWH]＝鉄損
[W]/1,000×8,760[H]
②　年間負荷損[kWH]＝銅損
[W]/1,000×［負荷率
（％）］２×年間稼働時間
[H]

③　年間エネルギー消費量[kWH]＝①＋②

④　年間省エネ量[kWH]＝被代替変圧器の③－導入変圧器の③
	変圧器についてのお問い合わせは、社団法人日本電機工業会(03-3556-5885)までお願いします。


２．冷却関連設備

被代替設備
①　稼働率
＝圧縮機消費電力実測値
/（圧縮機消費電力理論値
×圧縮機消費電力実測時間
）

2 圧縮機関連年間消費電力
＝圧縮機運転時間×（稼働率×圧縮機消費電力理論値＋補機類電力総計
）×冷却関連設備補正係数

3 冷凍負荷[GJ/年]＝圧縮機運転時間×稼働率×冷凍能力
×3,600/1,000,000
導入設備

4 圧縮機関連年間消費電力＝（冷凍負荷-冷凍負荷低減量
）×1,000,000/（冷凍能力
×3,600）×（（圧縮機消費電力
×圧縮機モーター電力低減装置係数
）＋補機電力総計
）×冷却関連設備補正係数

省エネ効果の算出
5 導入前年間電力使用量＝②＋換気熱遮断装置の導入前消費電力＋庫内ファン・インバーターの導入前消費電力＋庫外補機インバーターの導入前消費電力
6 導入後年間電力使用量＝⑤－（換気熱遮断装置導入効果＋庫内ファン・インバーター効果＋庫外補機インバーター効果）－②＋④
7 年間省エネ電力量＝⑤－⑥
	冷却関連設備についてのお問い合わせは、社団法人日本冷凍空調工業会(03-3432-1671)までお願いします。


３．照明器具

1 年間消費電力[WH]＝消費電力
×台数×年間稼働時間

2 年間省エネ量
＝（被代替照明器具の①－導入照明器具の①）/1,000
	照明器具についてのお問い合わせは、社団法人日本照明器具工業会(03-3833-5747)までお願いします。


４．運搬機器

（１）フォークリフト等

1 被代替車両の年間燃料消費量

2 被代替車両の年間原油消費量＝①×原油換算係数

3 導入車両の年間電力消費量＝１時間あたりの電力消費量
×年間稼働時間

4 導入車両の年間原油消費量＝③×夜間電力原油換算係数

5 年間省エネ量＝②－④
	フォークリフト等についてのお問い合わせは、社団法人日本産業車両協会(03-3403-5556)までお願いします。


（２）垂直搬送機等

1 被代替設備の年間エネルギー消費量＝消費電力
×台数×年間稼働時間

2 導入設備の年間エネルギー消費量＝消費電力×台数×年間稼働時間
3 年間省エネ量＝（①－②）/1,000
	垂直搬送機等についてのお問い合わせは、日本マテリアル・ハンドリング（ＭH）協会(03-3543-9335)までお願いします。


５．省エネ倉庫構成設備
〔新設〕

①　廃止倉庫設置設備の年間エネルギー消費量＝消費電力
×台数×年間稼働時間

2 新設倉庫導入設備の年間エネルギー消費量＝消費電力
×台数×年間稼働時間

3 年間省エネ量＝（①－②）/1,000
	マテハン機器についてのお問い合わせは、日本マテリアルハンドリング協会(03-3543-9335)までお願いします。


６．倉庫防熱

①　外気と室温との温度差〔Δｔ〕＝倉庫所在地近傍における年間平均外気温〔ｔ0〕－当該倉庫設定室温〔ｔR〕

②　施工面積〔A〕＝施工面幅〔W〕×施工面高さ
〔H〕

③　熱抵抗
〔R〕＝断熱材厚さ〔d〕/断熱材の熱伝導率
〔λ〕

導入前侵入負荷熱量

4 施工東壁負荷熱量〔QB〕＝施工東壁の②〔A〕×①〔Δｔ〕/施工前東壁の③〔R〕
5 施工西壁負荷熱量〔QB〕＝施工西壁の②〔A〕×①〔Δｔ〕/施工前西壁の③〔R〕
6 施工南壁負荷熱量〔QB〕＝施工南壁の②〔A〕×①〔Δｔ〕/施工前南壁の③〔R〕
7 施工北壁負荷熱量〔QB〕＝施工北壁の②〔A〕×①〔Δｔ〕/施工前北壁の③〔R〕
8 施工屋上負荷熱量〔QB〕＝施工屋上の②〔A〕×①〔Δｔ〕/施工前屋上の③〔R〕
9 施工床負荷熱量〔QB〕＝施工床の②〔A〕×①〔Δｔ〕/施工前床の③〔R〕
10 施工面からの負荷熱量計〔QBtot〕＝④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨
11 導入前年間エネルギー量＝⑩×8,760/1,000×冷凍機消費動力（または暖房機消費動力）
/冷凍能力（または暖房能力）
導入後侵入負荷熱量
⑫　施工後熱抵抗〔Rtot〕＝導入前熱抵抗〔R〕＋増断熱の熱抵抗〔RAdd〕

⑬　施工東壁負荷熱量〔QA〕＝施工東壁の②〔A〕×①〔Δｔ〕/施工後東壁の③〔Rtot〕

⑭　施工西壁負荷熱量〔QA〕＝施工西壁の②〔A〕×①〔Δｔ〕/施工後西壁の③〔Rtot〕

⑮　施工南壁負荷熱量〔QA〕＝施工南壁の②〔A〕×①〔Δｔ〕/施工後南壁の③〔Rtot〕

⑯　施工北壁負荷熱量〔QA〕＝施工北壁の②〔A〕×①〔Δｔ〕/施工後北壁の③〔Rtot〕

⑰　施工屋上負荷熱量〔QA〕＝施工屋上の②〔A〕×①〔Δｔ〕/施工後屋上の③〔Rtot〕

⑱　施工床負荷熱量〔QA〕＝施工床の②〔A〕×①〔Δｔ〕/施工後床の③〔Rtot〕

19 施工面からの負荷熱量計〔QAtot〕＝⑫＋⑬＋⑭＋⑮＋⑯＋⑰
20 導入後年間エネルギー量＝⑲×8,760/1,000×冷凍機消費動力（または暖房機消費動力）/冷凍能力（または暖房能力）
　　省エネ効果の算出
　年間省エネ量＝⑪－⑳
	倉庫防熱についてのお問い合わせは、社団法人日本冷凍空調設備工業連合会(03-3435-9411)までお願いします。


Ⅴ 省エネ効果等の計算式

①　導入前原油換算エネルギー消費量[kl/年]

＝導入前年間電力消費量相当[kWH]×原油換算係数

②　導入後原油換算エネルギー消費量[kl/年]
＝導入後年間電力消費量相当[kWH]×原油換算係数

③　導入前原油換算原単位[kl/㎡、kl/㎥]＝①/保管能力

④　導入後原油換算原単位[kl/㎡、kl/㎥]＝②/保管能力

⑤　年間CO2削減量＝年間省エネ量の計×0.378 [CO2・kg/kWH]

⑥　対象設備省エネ率（％）＝(③－④)/③

⑦　省エネ量（kl）＝保管能力×（③－④）

⑧　費用対効果[kl/億円]＝⑦/事業に要する経費（円）×100,000,000

[image: image2.emf]□ 導入設備及びその付属品は設備費に計上

□ その他の工事材料(配管、電線など)は工事費に計上

□ 諸経費の計上はない

□ 見積書作成者の押印

□ 日付記入

□ 導入事業(設備)毎に見積書を分ける

□ 項目は、設備費、工事費、消費税の３つに分類

□ 導入設備に重複しない管理番号付記

□ 照明器具の同一の管理番号は（□ フロア毎　　□ ５０台程度）

□ 図面の全ての照明器具に管理番号毎の台数番号を付与

□ 冷却関連設備の場合、

（７）(各設備の）見積書

□ 日付記入

□ 対象設備に重複しない管理番号付記

□ 倉庫業者及び特性等証明者の押印

□ 特性等証明と図面の管理番号は合致

□ 普通倉庫の場合　　  □ 倉庫明細書

　□ 新旧の設備に関する特性が明記された「仕様書」の添付

□ 冷蔵倉庫の場合　　　□ 倉庫明細書

（６）（各設備の）導入計画＆特性等証明

（５）登録簿

□ 倉庫業者登録簿

□ 営業所の概要

□ 営業所所管倉庫の概要

□ エラーメッセージは表示されていない

（３）共通シートⅠ・Ⅱ・Ⅲ

□ エラーメッセージは表示されていない

（４）原油換算表

（１）営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請書

（２）営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画

□ 申請する対象設備の設備改善率が１％以上

□ 申請単位における省エネ率が１％以上

提出書類及び確認項目

平成２０年度チェックリスト

　□ 冷却関連設備導入計画

　　（冷却関連設備導入による省エネ効果総合証明書）の添付

□ 倉庫業登録簿に記載通り、転記漏れ、脱字・誤字はない

　□ 冷蔵室表（□ 冷凍機表　及び　□ 冷蔵室表）

　（冷却関連設備のみ添付対象）

□ 特性等証明の寸法等の数値は図面の数値、倉庫明細書の数値と全て合致

□ 代表者の押印



 EMBED MSGraph.Chart.8 \s [image: image3.emf]□ 省エネ倉庫構成設備及び倉庫防熱 → 平面図(縮尺・寸法明記)及び詳細断面図

　（縮尺・寸法明記）

□ 照明器具 → 照明器具配線配置図(縮尺・寸法明記)及び照明器具姿図

　□ 垂直搬送機等 → 平面図(縮尺・寸法明記)及び詳細断面図(縮尺・寸法明記)

（８）導入前・後の設計図面

□ 図面上には特性証明の裏付けとなる数値を記載

□ 対象機器に重複しない管理番号付記

□ 品名型式数量表示

□ 補助金交付申請対象工事の範囲のマーカー明示

□ 明示された工事の範囲が、見積書の内容と相違ない。　　　

□ 変圧器 → 単線結線図

□ 冷却関連設備 → 配管系統図及び平面配置図(縮尺・寸法明記)

□ 計測する分電盤の位置明記

□ 運搬機器

　□ フォークリフト等 → 保有車両台帳等所有状況のわかるもの

（９）倉庫付近の見取り図、倉庫の配置図及び平面図

□ 縮尺・寸法明記のうえ、Ａ版で作成

□ 申請対象の倉庫全体をマーカー表示

□ 設備導入の対象となる有効面（容）積部分マーカー明示

□ 室毎に有効面（容）積付記

□ 付記した有効面（容）積が登録簿と相違ない

□ 対象設備設置場所のマーカー明示

（１０）導入設備のカタログ

□ 導入設備の型式や性能が表示

□ 導入設備のマーカー表示

□ 媒体に申請事業者名を明記

□ 封筒に入れ、申請書にファイル(バラ添付は不可）

（１１）上記（1）～（4）、（6）～（7）のデータが入った電子媒体

　　　（CD、FDなど）

□ 荷役風景（保管物品の品目がわかる程度）

□ 修正可能な電子媒体(読み取り専用は不可）

（１２）写真　※電子媒体

□ 被代替機器（近影）　

□ 当該倉庫全体（外観）


〔問い合わせ先〕
	◎ 対象設備とその省エネ量の計算方法については、下記へご相談下さい。

	
	変圧器
	社団法人
	日本電機工業会重電部
	担当：
	三ツ橋
	℡03-3556-5885

	
	冷却関連設備
	社団法人
	日本冷凍空調工業会技術部
	担当：
	佐　川
	℡03-3432-1671

	
	照明器具
	社団法人
	日本照明器具工業会業務部
	担当：
	森
	℡03-3833-5747

	
	運搬機器
	社団法人
	日本産業車両協会業務部
	担当：
	高　瀬
	℡03-3403-5556

	
	省エネ倉庫構成設備
	日本マテリアル・ハンドリング（MH）協会
	担当：
	小　川
	℡03-3543-9335

	
	倉庫防熱
	社団法人
	日本冷凍空調設備工業連合会技術部
	担当：
	山　本
	℡03-3435-9411

	
	
	ウレタンフォーム工業会
	担当：
	横　山
	℡03-6402-1252

	
	
	
	
	
	
	

	◎ 認定制度については、下記へご相談下さい。

	
	日本倉庫協会会員の方
	
	
	
	

	
	社団法人　日本倉庫協会　調査部
	担当：
	平　野
	℡03-3643-1221

	
	日本冷蔵倉庫協会会員の方
	
	
	
	

	
	社団法人　日本冷蔵倉庫協会　技術部
	担当：
	川　野
	℡03-3536-1030

	
	協会未加入（非会員）の方
	
	
	
	

	
	国土交通省　政策統括官付　参事官（物流施設）室
	担当：
	小　田
	℡03-5253-8298

	
	
	
	
	
	小　澤
	

	◎ NEDO技術開発機構の補助対象経費の範囲など補助金制度については、下記へご相談下さい。

	
	独立行政法人　新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO技術開発機構）
	
	
	

	
	
	
	省エネルギー技術開発部

　補助支援グループ
	担当：
	高　橋

藤　田
	℡044-520-5282


(１)書類の提出方法

原本１通、コピー２通、計３冊を作成し、うち原本とコピー各１通提出してください。申請書類は、必ず市販のファイルに綴じ（左綴じ）て、表紙と背表紙に下記の文字を記入してください。
　①　営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請書
　②　会社名及び営業所名








　　　　　　　   ２通提出　　　　　　　　　　　　　　　　自社控え
③　提出様式はチェックリスト項目順にインデックスを付ける　

　　　        インデックス



（２）申請の条件

エネルギー管理単位というのは、電力で言えば、電力引込みの責任分界点ということになり、事業所単位となるのがほとんどです。

右記の図のケースで言えば、電力会

社が設置している積算電力計のある

分界点のところで電気エネルギーが

管理できているわけですから、Ａ棟、
Ｂ棟、Ｃ棟、事務所の総電気エネル

ギー量を原油換算したものが分母と

なり、今回機器の入れ替えにより削

減される電気エネルギー量を原油換
算したものが分子で計算された省エネ率が１％以上のものが申請の条件です。
例えば、Ａ棟の照明のみ変える場合であっても、Ａ棟のみではエネルギー管理ができていないので、Ｂ棟、Ｃ棟、事務所で使用している電気量も分母に含まれるということです。

※ フォークリフトが加わった場合の例１

Ａ棟照明器具と一緒にＡ棟のフォークリフトを申請する場合は、上記エネルギー管理単位の原油換算総電気エネルギー量に加え、エネルギー管理単位内にあるＡ棟、Ｂ棟、Ｃ棟、全てで使用しているフォークリフトの原油換算エネルギーが分母に含まれます。

　　従って、エネルギー管理単位内でフォークリフトを１０台使用していた場合、そのうち、Ａ棟の１台を変える場合でも、原油換算総電気エネルギー量と１０台分の燃料エネルギー量を合計したものが分母となります。

※ 引き込みが２系統になっている場合

大事業所等で、電力引込みの責任分界点が複数存在（道路を挟んでいるなど）しているケースも見受けられます。下の図のように一つの事業所内で引き込みが２系統になっている場合は、「Ａ敷地（Ａ棟、Ｂ棟、事務所）」で一つ、「Ｂ敷地（Ｃ棟）」で一つの申請単位となります。

　　Ａ棟関連の機器（照明器具など）を変える場合は、Ｂ敷地の電気使用量は当然カウントいたしません。


　　　　　　　　　　Ａ敷地　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ敷地




※ フォークリフトが加わった場合の例２

　Ａ棟照明器具と一緒にフォークリフトを代替する場合であって、フォークリフトがＡ敷地とＢ敷地にまたがり使用されている場合は、Ａ敷地での使用量とＢ敷地での使用量が管理できていなければ、「年間エネルギー消費量が算出できるもの」という要件に合致しないので本来であれば申請できないところ、エネルギー管理単位という考え方から、Ｂ敷地で使っているであろうエネルギーもＡ敷地で使っているものと見なして申請せざるを得ない。
この場合の分母は、Ａ敷地関連の総電気エネルギー量を原油換算したものと、Ａ敷地Ｂ敷地の両方で使われているフォークの燃料（ガソリン、軽油などの請求書が一本なので、分けて管理できていない）を原油換算したものとの和となります。

　　当然のことながら、Ａ敷地のみで使用されることが明白な場合、Ａ敷地関連の総電気エネルギー量を原油換算したものとＡ敷地関連のフォークリフトの燃料を原油換算したものの和が分母となります。

〈メモ〉電気、ガソリン、軽油などの原油換算は、「共通シートⅠ」に電力会社の請求書やガソリンスタンドからの納品書の使用量を入力すれば自動的に算出されます。
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営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定


申請に当たっての注意事項





営業倉庫における省エネ設備・技術導入計画認定申請を行う皆様へ


（重要）








� 変圧器、冷却関連設備、照明器具、運搬機器（フォークリフト等にあっては、燃料系から電気系へのエネルギー転換を図るものに限る。）、倉庫防熱を対象とします。


� 省エネ型倉庫とは、３．対象設備（２）に記載した〔省エネ倉庫構成設備〕を備える倉庫のことです。


� 省エネ設備とは、本要領に記載している要件を満たした各設備のことです。


� 倉庫防熱にあっては、年間平均外気温から算出できるものを対象とします。


� いわゆる省エネ基準に適合した変圧器のことです。（引用：社団法人 日本電機工業会「地球環境保護・温暖化防止に貢献するトップランナー変圧器」）


� 倉庫防熱にあっては、年間平均外気温から算出できるものを対象とします。


� 動力付き運搬車にあっては、電気系動力のものを除きます。


� JIS C 4212に基づいて制作された高効率モーターをいいます。ハイグレード鉄心の採用や巻線の改善、冷却扇の改良等が行われています。


� 摩擦係数低減措置、摩擦発生箇所低減措置、負荷重量低減措置などの省エネ技術をいいます。


� 冷却関連設備または倉庫防熱を申請する場合は、「認定書式」ファイルに加え、「冷凍サイクル別冷却関連設備導入による省エネ効果」または「負荷熱量計算書」のファイルを使用するので、あわせてダウンロードして下さい。


� 電力の場合は、ほとんどが電力引き込みの責任分界点毎となると思料されますが、さらに自社で積算電力計を設けるなどによる管理をしている場合は、電力計の設置単位でも可といたします。なお、燃料系から電気系へのエネルギー転換を図る設備を含む場合は、当該設備によるエネルギー消費量をエネルギー管理単位に加えるものとします。（例えば、エンジン式フォークリフトのガソリン使用量が管理単位に含まれるということです。）


� 電力であれば契約電力会社発行の請求書や使用量通知書など、燃料であれば燃料販売会社発行の請求書や納品書などです。


� 「3相300kVAアモルファス変圧器１台」や「2.5㌧カウンターバランス型バッテリー式フォークリフト13台」などと具体的に記述下さい。


� 導入前設備のエネルギー消費量と導入設備のエネルギー消費量の差（＝省エネ量）を導入前設備のエネルギー消費量で除したものです。


� 省エネ量を申請単位全体のエネルギー消費量で除したものです。


� 「倉庫業者登録簿」、「営業所の概要」、「営業所所管倉庫の概要」の３種類で１セットとなります。


� 「冷凍機表」と「冷蔵室表」から構成されています。


� 冷蔵施設明細書に準じて、冷凍能力（kW）、冷媒の種類、圧縮機型式、圧縮機名称、消費動力（ｋW）が明示されたものです。


� 特性等証明に記載された設備と図面に記載された設備とを関連づけ、審査時に対象設備を特定・識別するために必要なものです。従って、設置階毎に任意の記号や番号を重複しないように振っていただき、図面にも記載していただきます。


� 倉庫防熱にあっては、断熱材の材質、厚さ、面積を必ず明記して下さい。


� 倉庫防熱にあっては、下地材、防湿材、仕上材などです。


� 計測する分電盤の位置を明示して下さい。


� 動力付き運搬車にあっては、保有車両台帳等所有状況がわかるようして下さい。


� 倉庫防熱にあっては、防熱施工図に施工部分の各寸法及び各室の室温が明示して下さい。


� 倉庫防熱にあっては、施工面高さに加え、厚さを必ず明示するほか、工事前と工事後の壁材、屋根材、床材と断熱材の断面比較のできるものとして下さい。


� 該当するページのみで結構です。


� 倉庫防熱にあっては、対象となる壁、屋根、床の写真です。


� 鉄心で生じる無負荷損。単位は「W」。


� コイルで負荷時に生ずる負荷損。定格（=負荷率100%）時の数値で算出して下さい。単位は「W」。


� 負荷率は、年間電力使用量実績（kWh/年）/年間稼働時間（h/年）/全変圧器の容量（kVA）を採用します。


� 営業時間、業務日報などから算出して下さい。


� 更新を予定している被代替設備において実際に消費した電力と性能値の比率です。


� 計測機器などを使って実測した値です。単位は「kWh」。


� 設計条件における圧縮機運転の為のモーター理論消費電力（カタログ値）です。単位は「ｋW」。


� 脚注33で実測をした時間。実際の年間消費電力をより正確に算出するため、連続した10日以上実測することとします。単位は「h」。


� 被代替設備が消費する年間電力量です。単位は「kWh/年」。


� 被代替補機類を運転するモーター定格動力の総計です。単位は「ｋW」。


� 被代替設備の年間消費電力を算出するにあたっては、外気温や保管物品の取扱量等、脚注35の計測期間外での不確定要素が考えられることから、これを評価した係数を設けることで実際の年間消費電力をより正確に算出します。


� 冷蔵施設明細書の冷凍機表（普通倉庫の場合は仕様書）に記載された「冷凍能力」です。単位は「ｋW」。


� いわゆるエアカーテン、ファン・インバーターなどによる間接的な冷凍負荷の低減量です。単位は「GJ/年」。（効果の算出が困難若しくは僅少な場合は、「ゼロ」とします。）


� 設計条件における圧縮機の性能値です。単位は「ｋW」。


� 設計条件における圧縮機運転の為のモーター理論消費電力（カタログ値）です。単位は「ｋW」。


� いわゆるスケール除去装置など圧縮機モーターの電力が低減する装置を導入する場合の係数です。係数を設けることで実際の年間消費電力をより正確に算出します。（効果の算出が困難若しくは僅少な場合は、「1.0」とします。）


� 導入補機を運転するモーター定格動力の総計です。単位は「kW」。


� 導入設備の年間消費電力を算出するにあたっては、外気温や保管物品の取扱量等の不確定要素が考えられることから、これを評価した係数を設けることで実際の年間消費電力をより正確に算出します。


� 対象となる各分電盤（ON－OFFスイッチによる変動のないエリア）内の照明回路より計測する照明器具消費電力です。単位は「W」。(計測困難な場合は、安定器銘板の定格消費電力を採用します。)


� 対象となる各エリア毎に算出します。単位は「h」。


� 昼光利用などの照明制御機器導入により消費電力を低減する場合には、低減効果算出に使用した照明器具メーカーの経済計算ソフトによる資料を保管しておいて下さい。


� フォークリフトの他、運搬車への代替などを対象とします。


� 年間燃料消費量を燃料販売会社の請求書や記録簿等から転記します。


� 原油換算(kL)はエネルギー使用の合理化に関する法律施行規則（平成18年9月19日改正）に基づき、発熱量1000万kJ（10GJ）を原油0.258klとして換算します。ガソリンの発熱量は34.6GJ／klなので原油換算係数は0.893となります。同様に、軽油の場合0.986、LPGの場合1.295とします。なお、LPG使用量を気体（㎥）として把握している場合は、1㎥=0.00207tに換算して下さい。


� 被代替車両を計測し、運転状況を勘案のうえで、導入車両の１時間当たりの電力消費量を算出します。


� 被代替設備搭載アワーメーター若しくは運転記録簿等の実績値とします。


� 導入後のフォークリフト等の充電は夜間行うものとして、夜間電力の原油換算係数0.000239を採用します。


� 垂直搬送機の他、自動倉庫、移動棚、コンベアなどを対象とします。


� 対象となる各分電盤等の動力回路より消費電力を計測します。計測困難な場合は、モーター銘板の定格消費電力を採用します。単位は「W」。


� 被代替設備搭載アワーメーター若しくは運転記録簿等の実績値とします。


� 自動倉庫、移動棚、コンベア、垂直搬送機、ピッキングカート、ピッキングマシン、動力付き運搬車、照明器具といった設備のうち、省エネ型倉庫を構成する省エネ設備として国土交通省の要件を満たしたものとします。なお、これらの設備のなかには、さらに税制の優遇措置を受けられるものがあるので留意願います。


� 対象となる各分電盤等の動力回路より消費電力を計測します。計測困難な場合は、モーター銘板の定格消費電力を採用します。単位は「W」。電力以外のエネルギーを用いるものにあっては電力換算値となります。


� 廃止倉庫設置設備搭載アワーメーター若しくは運転記録簿等の実績値とします。


� 特性証明によるメーカー設計値です。単位は「W」。


� 特性証明によるメーカー設計値です。倉庫業者の事業計画などを勘案しメーカーが算出しています。


� 施工面が屋上や床の場合は「施工面長さ〔L〕」と読み替えます。


� 熱抵抗は、断熱材の厚さ / 断熱材の熱伝導率で算出され、熱の伝わりにくさを表すもので、この数字が大きいほど省エネ効果が高くなります。単位は「㎡K/W」。なお、断熱材が何層もある場合、熱抵抗は各層の熱抵抗の和で表されます。従って、導入後の熱抵抗は、導入前の熱抵抗に増断熱の熱抵抗を加えたものとなります。


� 熱伝導度ともいい、熱の伝わり易さを表す値 。この数字が小さいほど省エネ効果が高い断熱材ということになります。単位は「W/mK」。


� 外から侵入してくる熱の量を表すものです。この数字が大きいほど庫内が冷えないことになります。単位は「W」。


� 設計条件における理論値です。単位は「kW」。なお、外気温よりも室温が高い場合は暖房であるので、暖房能力に見合った消費電力を算出します。


� 昼間買電にあっては0.000257、夜間買電にあっては0.000239、その他の買電にあっては0.000252とし、申請単位における電力使用実績から勘案した電力割合に応じて算出します。なお、算出が困難な場合は、昼間買電とします。


� CO2排出原単位は平成14年12月26日地球温暖化対策の推進に関する法律施行令により、0.378CO2・kg/kWhを採用します。





25

_1255874385

_1255960032

_1255870184

